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脱炭素、カーボンニュートラルとは

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡
させること（温室効果ガス排出実質ゼロ）

⇒2050年に向けて排出量の大幅な削減、吸収量の確保が重要

出典：環境省ＨＰを基に作成

１－(1) ア 脱炭素とは
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研修の目的
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地球温暖化とは

地球温暖化とは

5

人間の活動によって
温室効果ガスの排出
が増え、

熱が逃げにくくなる
状態

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より



温室効果ガスとは
• 自然に存在する温室効果ガス

水蒸気、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、オゾン等で構成

• 人為的に発生する温室効果ガス

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロン等

温室効果ガスとは
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量で見ると二酸化炭素が
最も多く温暖化に影響を与
えている

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

これらの濃度が上がると温
室効果がより強くなり地上
の温度が上昇



身近な気候変動による影響

１－(1) ア 脱炭素とは
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気候変動により既に起きている影響

 35℃以上の猛暑日の急増、熱中症による救急搬送者数の増加

 記録的な大雨によるがけ崩れや住宅浸水

 高温によるコメやミカンなどの品質低下 など



気候変動により既に起きている影響

8
気候変動問題は喫緊の課題



＜現時点を超える追加的な地球温暖化
対策を取らなかった場合＞

○ 年平均気温の将来予測 → 21世紀末には約４℃上昇

横浜市の年平均気温は現在の種子島（鹿児島）とほぼ同程度に！
※現在の年平均気温の平年値 横浜：15.8℃、種子島：19.6℃

出典：気象庁「地球温暖化予測情報第９巻」（RCP8.5のシナリオで計算）を基に
横浜地方気象台が2018年にまとめた「神奈川県の21世紀末の気候」より。
気候予測モデルが再現した20世紀末の気候と気候予測モデルによる21世紀末
の気候の予測結果の比較

○ 滝のように降る雨の発生頻度の将来予測 → 21世紀末には約２倍
（滝のように降る雨：１時間降水量50mm以上）

一方で、降水の無い日も増加する

○ 猛暑日の将来予測 → 21世紀末には約40日増加
（猛暑日：最高気温が35℃以上の日）

真夏日、夏日、熱帯夜の日数は、約70日増加
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県の気候の将来予測
（20世紀末との比較）

１－(2) ウ 県の気温県の気候の将来予測



・長期的に上昇傾向

・100年当たり2.1℃上昇

出典：国立環境研究所気候変動適応情報プラットフォームに追記

県内年平均気温の推移

2024年も県内は記録的な暑さとなった。
・７月から10月の月平均気温は全５地点で歴代１位を記録
・日最高気温の歴代最高を更新した地点・月：辻堂（８月）、小田原（７月、９月、10月）、三浦（８月）

※小田原の７月は、歴代１位、２位を更新。

１－(2) ウ 県の気温
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県内の気温の推移



11

日本の温室効果ガス排出量の推移

11出典：環境省「2022年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量について」（概要版）
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県内の温室効果ガス排出量（推計値）

県内の温室効果ガス排出量の推移
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・温室効果ガス排出量は、2011年度以後、火力発電の発電量増加により大幅に増加

・2013年以降は、主に省エネの取組や電力の低炭素化の進展により減少傾向
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世界の動向

パリ協定の努力目標を達成するためには、

2050年頃までに脱炭素の達成が不可欠

2050年脱炭素化を目指すことが世界の潮流

パリ協定
＠2015年 ＣＯＰ21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）

世界共通の目標として、産業革命前からの地球
平均気温の上昇を２℃より十分下方に保持。
また、1.5℃に抑える努力を追求

世界の動向

日本を含め150を
超える国等で表明
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2021（令和３）年
2030年度までの温室効果ガス46％削減、
さらに50％削減の高みに向け挑戦を続ける
ことを表明（４月）
地球温暖化対策推進法の改正で「2050年の
脱炭素社会実現」位置付け（6月2日公布）

2020（令和２）年
2050年カーボンニュートラル宣言(10月)

国内の動向

日本の動向

2025（令和７）年
2035年度までに温室効果ガス60％削減、
2040年度までに温室効果ガス73％削減を
目指すことを温暖化対策計画に明記（２月）
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緩和策と適応策

出典：気候変動適応情報プラットフォーム

「緩和策」と「適応策」両方に取り組むことが重要



県のこれまでの対応

本県の対応
➽ 2019年 「2050年脱炭素社会」の実現を表明

➽ 2020年 「かながわ気候非常事態宣言」（県民の皆様に

気候変動問題を「自分事」として捉えてもらうため宣言）

➽ 2021年 県地球温暖化対策推進条例を改正し

2050年脱炭素社会の実現を明記

➽ 2023年２月「2030年度までに、温室効果ガス

50％削減」を表明

2024年３月

神奈川県地球温暖化対策計画を全面改定
17



温暖化対策計画の目指すべき姿、基本方針

 未来のいのちを守るため、脱炭素社会の実現に向けて、多様な
主体が気候変動問題を「自分事化」し、オールジャパン・オール
神奈川で緩和策と適応策に取り組む。

基本方針

 2050年時点では、人々の生活様式のデジタル化が進むほか、
移動や生産プロセスの電化などの新たな技術サービスの活用に
より、社会の在り方が大きく変化することが想定される。

 こうした中、原子力発電に過度に依存せず、安全で安心な再
生可能エネルギー等の導入が進み、エネルギーを安定的に無駄
なく利用できる、エネルギーの地産地消の環境が整うなど、脱
炭素で持続可能な社会が実現することを目指す。

2050年の目指すべき姿
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2050年の目指すべき姿、基本方針



温暖化対策計画の目標

温室効果ガス排出量の削減目標等

現状値 目標

県内の温室
効果ガス
削減目標

2021年度

△18.6％
（2013年度比）

●2030年度△50％（2013年度比）
(参考) 国の目標：△46％ さらに、50%の高みに向け挑戦

●2050年脱炭素社会の実現

県内の
再エネ設備
導入目標

2022年度

176万kW
うち太陽光
107.9万kW

2030年度 270万kW
（うち太陽光発電200万kW）
※2021年度までの導入量は東日本大震災前の

約８倍だが、さらなる導入拡大が必要
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県庁の目標、県庁の温室効果ガス排出量の推移

温室効果ガス排出量の削減目標等

現状値 目標

県庁の温室
効果ガス
削減目標

2023年度

△22.2％
（2013年度比）

2030年度△70％（2013年度比）

※市町村や事業者の取組を促すためにも、温室
効果ガスの大規模排出事業者でもある県庁が
率先して取り組む！
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取組１
太陽光発電の導入

（26億5,330万円）

太陽光発電を設置可能
な県有施設において、
2030年度までに50％、
2040年度までに100％導
入

取組２
再エネ電力への転換

県有施設の使用電力を
2030年度までに
100％再エネに転換

取組３
公用車の電動車化

（5億1,160万円）

代替可能な車両がない
場合を除き、
2028年度までに
100％電動車化

取組４
照明のＬＥＤ化

（87億9,343万円）

県有施設の照明を
2027年度までに
原則ＬＥＤ化

県庁の温室効果ガス70％削減に向けて、４つの取組を強力に推進
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県庁の率先実行

※金額は令和７年度予算額



これまでも県が取り組んできたこと
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①省エネ対策

②コピー用紙の削減、電子決裁の推進

③グリーン購入の推進
（「グリーン購入基本方針」に基づいて、物品やサービスの購入
の際に、環境への負荷が小さいものを優先的に購入）

④環境にやさしいイベント基本方針
（県が主催するイベント等はこれに基づき実施）

※環境マネジメントシステムポータルに資料を掲載

これまでも取り組んできたこと
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県の率先実行～マイボトル対応の給水スポット導入

スタンドタイプ 卓上タイプ

令和５年６月から令和７年１月末までに、

500ｍｌペットボトル換算で17万本分以上
利用されています！

２ プラごみゼロに向けた神奈川県の取組マイボトル・給水機の利用



マイボトル・給水機の利用

給水器月別利用量

：令和５年度実績 ：令和６年度実績

単位：ℓ
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毎日給水器を使うと飲み物を
買わずに済むね！

節約になって良いね♪



分別の徹底
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※PETボトルリサイクル推進協議会 PETボトルリサイクル年次報告書2022から推計

２ プラごみゼロに向けた神奈川県の取組分別の徹底



①パントリーでのペットボトルの３分別回収
中間処理

(選別・圧縮)

職員等にボトル、キャップ、
ラベルの３分別の徹底を周知

県庁本庁舎におけるボトルtoボトルの取組

令和４年度から、処理後物は原則としてペットボトル用樹脂に再生
するよう廃棄物処理委託契約に追加

(処理委託)
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２ プラごみゼロに向けた神奈川県の取組分別の徹底



②自動販売機でのペットボトルの回収

自販機設置者に対し、ボトル（剥離後のラベル含む）とキャップ
をそれぞれ回収するボックスを設置するよう自販機設置場所
賃貸借契約書に規定し、年度終了時にはリサイクル実績の報
告を求めている。（令和３年度以降の契約では、回収ボトルの
再生利用用途を原則ボトルtoボトルとする旨を追加）

県庁本庁舎におけるボトルtoボトルの取組
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２ プラごみゼロに向けた神奈川県の取組分別の徹底
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脱炭素への意識について
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太陽光発電の導入
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太陽光発電の導入
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太陽光発電など、再生可能エネルギーを取り入れる

日々の暮らしにおいて、私たちはたくさんのエネル
ギーを使い続けています。その中でも、太陽光発電
は二酸化炭素を排出せず、石油 や石炭などの化石
燃料に比べて、環境にやさしいクリーンなエネル
ギーです。

太陽光発電は
クリーンなエネルギー

設置費用は
10年程度で回収

太陽光発電には、経済的なメリットもあります。も
ちろん、最初に設備を設置するための費用は発生し
ますが一般的にはメンテナンス費用を含めても、
10年程度で設置費用を回収することができます。



脱炭素型ライフスタイルへの転換
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県ウェブページ
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/cnt/f
535266/index.html



脱炭素型ライフスタイルへの転換
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脱炭素型ライフスタイルへの転換
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脱炭素型ライフスタイルへの転換
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感謝の心 食べ残しゼロ
（食品の食べ切り、食材の使い切り）

食品ロスの削減

・食材を無駄にしないレシピを活用

・長期保存に効果的な冷凍保存等を活用

・消費期限の近い商品をお得に買う

・フードドライブで余った食品の活用

・外食時に食べきれなかった食べ物の持ち帰り

・フードシェアリングサービスを活用

食材が無駄にならないし、
食費も節約できた！



☜ ポスターは、県HPからダウンロード可能

消費者に向けた外食時の「食べきり」の普及啓発

【外食時における「食べきり」活動】
①適量を注文する ②食べきりの声かけ③最後に作ろう食べきりタイム
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食べきり

食品ロス削減に向けた県の取組



県内のコンビニ・スーパーと連携してキャンペーンを実施中

小売店と連携し「てまえどり」運動の普及啓発を実施

レーンＰＯＰ

スイングＰＯＰ
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てまえどり

食品ロス削減に向けた県の取組



宅急便の再配達防止

41

宅配便は一度で受け取る

• 受取日時を指定

• 受取先をコンビニ等に指定

• 宅配ロッカーの利用

• 自宅に宅配ボックスを設置

• 置き配を利用

再配達防止のために 予定通り受け取れて
ラクだし自分の時間
もできた！

再配達により年間約25.4万トン※のCO2 が余計に排出

（約９万世帯の家庭が年間に排出する CO2 の量に相当）

⇒トラックドライバーの負担も増大！

⇒仕事から帰宅後に再配達を依頼するのも手間！
※令和２年度国土交通省試算より



デコ活について
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2050年カーボンニュートラル及び2030年度削減目標の実現に向
け、2022年10月に発足した国民の行動変容・ライフスタイル転
換を強力に後押しするための新しい国民運動

脱炭素につながる将来の豊かな暮らしの全体像・絵姿をご紹介す
るとともに、
国・自治体・企業・団体等が連携し、国民のみなさまの新しい暮
らしを後押しします。

神奈川県もデコ活宣言を実施しています。

↑



デコ活について
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令和６年度 環境課研修

脱炭素社会の実現に向けて

令和７年２月


